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はじめに



はじめに：外国人雇用の注意点
4

日本人と同じ対応をしたら法令違反になることが

トラブルが多い原因

「日本人と同じ」＝「入管法を無視する」
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トラブル事例
5

A社は、情報通信事業を営む株式会社である。

A社では、システムエンジニアの採用に力を入れているが、日
本人のシステムエンジニアの採用は困難になっていた。そのよう
な中、外国人雇用のアイディアが社内で持ち上がり、「高度
専門職1号」の在留資格で在留する方を採用すべく、募集を
開始した。

A社の募集に、「高度専門職1号」の在留資格で在留するB
さんから応募があった。

そこでA社では、「高度専門職1号」の在留資格で在留する
人材を採用するのは初めてであったが、Bさんは既に国内で就
労しているところ、働くことができる在留資格を有するとして、
日本人同様に雇い入れ手続を行い、その他に特別の手続を
しなかった。

1年後、Bさんが在留期間を更新するために入管に訪れたとこ
ろ、A社で働く前に在留資格変更許可の手続を行わなけれ
ばならなかったこと、現在は不法就労状態にある旨を告げられ
た。

A社 Bさん

転職の手続不備で不法就労？！

雇用契約

入管

更新

不法就労
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原因解説
6

法務大臣が指定する本邦の公私の機関との契約に基づいて自然科学若しくは人文科学の分野に属す
る知識若しくは技術を要する業務に従事する活動又は当該活動と併せて当該活動と関連する事業を自
ら経営する活動

入管法別表1の2高度専門職1号の下欄ロ号

入管法19条1項1号

別表第一の一の表、二の表及び五の表の上欄の在留資格をもつて在留する者 当該在留資格に応じ
これらの表の下欄に掲げる活動に属しない収入を伴う事業を運営する活動又は報酬（業として行うもの
ではない講演に対する謝金、日常生活に伴う臨時の報酬その他の法務省令で定めるものを除く。以下
同じ。）を受ける活動

入管法20条1項

在留資格を有する外国人は、その者の有する在留資格（これに伴う在留期間を含む。以下第三項まで
及び次条において同じ。）の変更（高度専門職の在留資格（別表第一の二の表の高度専門職の項
の下欄第一号イからハまでに係るものに限る。）を有する者については、法務大臣が指定する本邦の公
私の機関の変更を含み、特定技能の在留資格を有する者については、法務大臣が指定する本邦の公
私の機関又は特定産業分野の変更を含み、特定活動の在留資格を有する者については、法務大臣が
個々の外国人について特に指定する活動の変更を含む。）を受けることができる。

本邦の公私の機関

甲株式会社

本邦の公私の機関

A株式会社

転職前 転職後
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トラブル事例 その他
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◼ 社内のジョブローテーション制度に在留資格該当性のない業務が含まれている。

◼ 「特定技能1号」、「高度専門職1号」等の在留資格の外国人材をグループ会社に（在留資格変更許可申請を
せずに）転籍・出向させる。

◼ グループ内で組織再編をして法人を統合したが、在留資格上の手続や届出を行わなかった。

◼ 「留学」の在留資格の留学生を採用したが、何ら在留資格の変更をしないまま入社日を迎えた（そもそもという問
題だが毎年相談がある） 。

日本人と同じ対応をしたら法令違反になる
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日本の雇用慣行と外国人雇用
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◼ 外国人の採用はジョブ型雇用に馴染みやすい

仕事
日本型雇用（メンバーシップ型）
①先にメンバーとなる人を採用する
②人を仕事に配属する

仕事
ジョブ型雇用
①先に仕事が存在する
②仕事に人を配属する
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外国人雇用の特徴
9

◼ 外国人の採用は人材ニーズの精査と対応する在留資格の特定が不可欠

人材ニーズの精査
「会社の中でどのような仕事をする人が必要ですか」

総合職 専門職 現業職仕事の特定

その仕事を行うことができ
る在留資格の特定

技術・人文知識･国
際業務

技能 特定技能1号

その在留資格を取得でき
る人の特定

大学卒業等 業務経験等
技能、日本語の試
験への合格等

Aさん Bさん Cさん

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.



仕事と在留資格



仕事と在留資格（建設業）
11

技人国

特定技能1号

技能実習
技能実習

特定技能2号
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仕事と在留資格（製造業）
12

技人国

特定技能1号

技能実習
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仕事と在留資格（飲食料品製造業）
13
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技人国
（通訳）

特定技能1号

技能実習

特定技能1号

技人国
（管理）



在留資格制度って何？
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◼ 日本に入国している外国人は、原則として、一人一つ、何らかの、日本にとどまり、活動することができる
資格（在留資格）をもっている（入管法2条の2第1項、一在留一在留資格の原則）。

◼ 在留資格は、2019年4月から特定技能が開始され29（33）種類となった。

◼ 在留資格は、❶働くことができる在留資格と❷働くことができない在留資格がある。

◼ 外国人は、原則として、在留資格の範囲でしか報酬を得る活動ができない（入管法19条）。

◼ →通訳を行う「技術・人文知識・国際業務」の在留資格で在留する人に専ら現場作業をさせることや、「技
能実習」の在留資格の人に専ら通訳をさせると、資格外活動となり得る。

重要ポイント

重要ポイント



在留資格制度と可能な仕事の範囲

15

在留資格

技術・人文知識・国際業務

システムの設計・研究開発

翻訳・通訳

貿易業務・渉外業務

本邦の公私の機関との契約に基
づいて行う自然科学の分野若しく
は人文科学の分野に属する技術
若しくは知識を要する業務又は
外国の文化に基盤を有する思考
若しくは感受性を必要とする業務

に従事する活動

活動内容
在留資格上
の活動

技能実習
技能実習計画に定められた

技能実習

技能実習計画に基づいて、講習
を受け、及び技能等に係る業務

に従事する活動等

ここからはみ
出すと不法就
労となる



どのような在留資格があるか
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在留資格 該当例 在留期間

外交 外国政府の大使、公使、総領事、代表団構成員
等及びその家族

外交活動の期間

公用 外国政府の大使館・領事館の職員、国際機関等
から公の用務で派遣される者及びその家族

5年、3年、1年、3月、30日又は15日

教授 大学教授等 5年、3年、1年又は3月

芸術 作曲家、画家、叙述家等 5年、3年、1年又は3月

宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等 5年、3年、1年又は3月

報道 外国の報道機関の記者、カメラマン 5年、3年、1年又は3月

高度専門職（1号･2号） ポイント制による高度人材 5年（1号）、無制限（2号）

経営・管理 企業等の経営者・管理者 5年、3年、1年、6月、4月又は3月

法律・会計業務 弁護士、公認会計士等 5年、3年、1年又は3月

医療 医師、歯科医師、看護師 5年、3年、1年又は3月

研究 政府関係機関や私企業等の研究者 5年、3年、1年又は3月

教育 中学校・高等学校等の語学教師等 5年、3年、1年又は3月

別表一の一
就労：○

上陸許可基準：×

別表一の二
就労：○

上陸許可基準：○



どのような在留資格があるか
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在留資格 該当例 在留期間

技術・人文知識・国際業務
（技・人・国）

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、私企
業の語学教師、マーケティング業務従事者等

5年、3年、1年又は3月

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者 5年、3年、1年又は3月

介護 介護福祉士 5年、3年、1年又は3月

興行 俳優、歌手、ダンサー、プロスポーツ選手等 3年、1年、6月、3月又は30日

技能 外国料理の調理師、スポーツ指導者、航空機の
操縦者、貴金属等の加工職人等

5年、3年、1年又は3月

特定技能（1号･2号） 第2号技能実習を修了した者

「相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有する者」であり、
「ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の（日本語）
能力を有する」者（判定は試験）

法務大臣が個々に指定する期間（1号：
≦1年）
3年、1年、6月（2号）

技能実習（1号･2号･3号） 技能実習生 法務大臣が個々に指定する期間（1号：
≦1年、2号・3号：≦2年）

文化活動 日本文化の研究者等 3年、1年、6月又は3月

短期滞在 観光客、会議参加者等 90日若しくは30日又は15日以内の日
を単位とする期間

留学 大学、短期大学、高等専門学校、高等学校、中
学校及び小学校等の学生・生徒

4年3月を超えない範囲内で法務大臣
が指定する期間

研修 研修生 1年、6月又は3月（原則）

家族滞在 在留外国人が扶養する配偶者・子 5年を超えない範囲内で法務大臣が指
定する期間

別表一の二
就労：○

上陸許可基準：○

別表一の三
就労：×

上陸許可基準：×

別表一の四
就労：×

上陸許可基準：○



どのような在留資格があるか
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在留資格 該当例 在留期間

特定活動 外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、
経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉
士候補者等

5年、3年、1年、6月、3月又は法務大
臣が個々に指定する期間（≦5年）

永住者 法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例
法の「特別永住者」を除く。）

無制限

日本人の配偶者等 日本人の配偶者・子・特別養子 5年、3年、1年又は6月

永住者の配偶者等 永住者・特別永住者の配偶者及び本邦で出生し
引き続き在留している子

5年、3年、1年又は6月

定住者 第三国定住難民、日系3世、中国残留邦人等 5年、3年、1年、6月又は法務大臣が
個々に指定する期間（≦5年）

※特定活動については指定の内容による。

出典：入国管理局： https://www.moj.go.jp/isa/applications/guide/qaq5.html

別表一の五
就労：※

上陸許可基準：×

別表二
就労：◎

上陸許可基準：×

※留学は原則として就労することができない在留資格だが、資格外活動の許可を得ることで、週28時間就労することができる。



働ける在留資格・働けない在留資格
19

就労の可否 在留資格 在留管理

制限なし（◎グループ） 永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、
定住者

在留資格があること

在留資格で認められた
範囲について就労可
（○グループ）

外交、公用、教授、芸術、宗教、報道、高度専門職、
経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、技
術・人文知識・国際業務、企業内転勤、介護、興行、
技能、特定技能、技能実習

在留資格があること
仕事の範囲が在留資格の範囲であること

原則就労不可、但資格
外活動の許可がある場
合は許可の範囲で可
（×グループ）

資格外活動の許可を
とっている場合は時間
制限の範囲内でOK

文化活動、短期滞在、留学、研修、家族滞在 在留資格があること
資格外活動の許可があること
仕事の範囲が資格外活動の許可の範囲であること

※「特定活動」は許可されている活動の内容によるため、指定書を確認する。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



技術・人文知識・国際業務の要件
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在留資格該当性

入管法別表に定められた在留
資格の活動に該当するか

上陸許可基準省令で記載さ
れた基準に適合するか

基準適合性

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理
学、工学その他の自然科学の分野若しくは法
律学、経済学、社会学その他の人文科学の分
野に属する技術若しくは知識を要する業務又
は外国の文化に基盤を有する思考若しくは感
受性を必要とする業務に従事する活動（略）

申請人が次のいずれにも該当していること。（略）

一 申請人が自然科学又は人文科学の分野に属す
る技術又は知識を必要とする業務に従事しようとす
る場合は、従事しようとする業務について、次のい
ずれかに該当し、これに必要な技術又は知識を修
得していること。（略）

イ 当該技術若しくは知識に関連する科目を専攻し
て大学を卒業し、又はこれと同等以上の教育を受
けたこと。

ロ 当該技術又は知識に関連する科目を専攻して
本邦の専修学校の専門課程を修了（当該修了に関
し法務大臣が告示をもって定める要件に該当する
場合に限る。）したこと。

ハ 十年以上の実務経験（大学、高等専門学校、高
等学校、中等教育学校の後期課程又は専修学校
の専門課程において当該技術又は知識に関連する
科目を専攻した期間を含む。）を有すること。
（略）

三 日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額
以上の報酬を受けること。

ここからはみ
出すと不法就
労となる
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外国人雇用の手続（入管法に基づくもの）
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海外から招聘 国内で切り替え



入国までの手続の流れ
22
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在留資格の取得可能性検討

雇用契約の締結・書類の回収

在留資格認定証明書交付申請書の
作成・提出

査証（ビザ）の申請

ポイント1

ポイント2

ポイント3

ポイント4

ポイント5 上陸（入国）

候補者の方の経歴や職歴などから、社内で行ってもらおうとする業務を行うことができる在留資格を取得
できるかを検討します。

雇用契約書（労働条件通知書兼承諾書）を締結し、あわせて在留資格認定証明書交付申請をす
るために必要な書類を収集します。

会社の住所地を管轄する出入国在留管理局において、在留資格認定証明書交付申請を行います。
手続は受入企業が外国人本人の代理人となって行います。

外国人が住んでいる国にある日本大使館･日本領事館で査証（ビザ）の申請を行います。

在留資格認定証明書と査証付のパスポートを持ち、国際空港にて入国します。規模の大きな空港では、
入国の時点で在留カードが交付されます。



国内で在留資格を切り替える際の流れ
23
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在留資格の取得可能性検討

雇用契約の締結・書類の回収

在留資格変更許可申請書の作成・
申請

新しい在留カードの受け取り

ポイント1

ポイント2

ポイント3

ポイント4

候補者の方の経歴や職歴などから、社内で行ってもらおうとする業務を行うことができる在留資格を取得
できるかを検討します。

雇用契約書（労働条件通知書兼承諾書）を締結し、あわせて在留資格変更許可申請をするために
必要な書類を収集します。

外国人の住所地を管轄する出入国在留管理局において、在留資格変更許可申請を行います。手続は
外国人本人が入管に出頭して行います。

申請した入管で新しい在留カードを受け取ります。



在留資格の申請の流れ
24
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申請書の作成

添付書類の回収
情報収集

完成した書類の提出

作成が必要な在留資格認定証明書交付申請書等の書類について、書類を作成する。
作成する際には、回収した資料に基づき書類作成をする。

申請に必要な書類を収集する。
必要書類については一覧が入管庁のウェブサイトからダウンロードできるため、必要書類一覧を
確認して、書類を収集する。

完成した書類を入管に提出します。
原則として本人（在留資格認定証明書交付申請の場合は受入企業、在留資格変更許可
申請・更新許可申請の場合は外国人）の出頭が必要です。



キャリアと社内組織



日本型雇用とキャリア
26

日本の企業は、多くの部門を経験させジェネラリスト（会社のスペシャリスト）
になるようにキャリアが構築される人事制度になっていることが多い。

部門A 部門B 部門C人事異動 人事異動

同じ会社



ジョブ型雇用とキャリア
27

日本以外の国では、ジョブを変えずに会社を変えてキャリアアップをする傾
向にある。

転職 転職

同じジョブ



ジョブ型雇用と在留資格
28

管理職 経理
機械
エンジ
ニア

溶接工営業 法務

経営
管理 技術・人文知識・国際業務

技能実習
特定技能

ジョブ

在留資格



就業規則とは
29

◼ 就業規則とは、働く事業場ごとに定められたルールであり、労働時間や賃金をはじめ、人事・服務規律な
ど、労働者の労働条件や待遇の基準を定める。

◼ 当該事業場において常時10名以上の労働者を使用する場合には、使用者は就業規則を定めた上で所
管の労働基準監督署に届出を行う必要がある。

◼ 就業規則の記載内容は

①必ず記載しなければならない事項（絶対的記載事項）

②各事業場においてルールとして定める場合には記載しなければならない事項（相対的必要的記載事項）

に分かれる。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



モデル就業規則と外国人雇用
30

◼ 厚生労働省では、モデル就業規則を公表している。

◼ 外国人についても、日本人と同様に労働関係法令が適用される
ため、原則としては日本人が働く場合を想定した就業規則の適
用がある。

◼ 他方で、外国人特有の事情として対応した方が良い条項も存在
する。

◼ なお、技能実習生及び特定技能外国人は、有期雇用の労働者
であるため、有期雇用の労働者に対する就業規則が適用される
ことが多い。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



入社時
31

◼ 使用者は、外国人を雇い入れる場合、在留カードを確認し、労働施策総合推進法２８条に基づき雇用状況
の届出を行う必要がある。そのため、当該届出に対応する条項を追加することが考えられる。

（採用時の提出書類）

モデル就業規則5条

労働者として採用された者は、採用された日から●週間以内に次の書類を提出しなければならない。
① 住民票記載事項証明書
② 自動車運転免許証の写し（ただし、自動車運転免許証を有する場合に限る。）
③ 資格証明書の写し（ただし、何らかの資格証明書を有する場合に限る。）
④ その他会社が指定するもの
２ 前項の定めにより提出した書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかに書面で会社に変更事項
を届け出なければならない。 

３ 労働者が外国人であり、労働施策総合推進法に基づき雇用状況の届出の対象となる場合には、労働
者は雇入日において使用者に対し在留カードを提示するとともに、在留カードの写しを交付する。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



休暇
32

◼ 外国人について、一時帰国のための特別休暇を付与することが考えられる。特に、特定技能制度では一時
帰国の際の休暇の配慮について、制度上使用者側に義務が課されているため、当該義務に対応する意味
でも、就業規則上定めておくことが考えられる。

（一時帰国等休暇）

モデル就業規則●条

日本国籍以外の労働者及び日本以外の国・地域で出生した労働者が、労働者の国籍国・出生地国にい
る親族を訪問すること等を目的として帰国する場合には年○日を限度に休暇を与える。 
２ 前項の休暇は無給とする。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



賃金控除
33

◼ 労働基準法２４条は、全額支給の原則を定めており、賃金からの一定額の控除を行う場合には、労働者の
同意と賃金控除の労使協定（２４協定）を締結する必要がある。労働者の合意に対応する部分として、就業
規則に賃金控除の内容を定めることが考えられる。

（賃金の支払いと控除）

モデル就業規則４７条

賃金は、労働者に対し、通貨で直接その全額を支払う。 

２ 前項について、労働者が同意した場合は、労働者本人の指定する金融機関の預貯金口座又は証券総
合口座へ振込により賃金を支払う。 

３ 次に掲げるものは、賃金から控除する。 

① 源泉所得税 

② 住民税 

③ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の保険料の被保険者負担分 

④ 労働者代表との書面による協定により賃金から控除することとした社宅入居料、通信費、光熱費、
財形貯蓄の積立金及び組合費

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



賃金控除の労使協定
34

◼ 賃金控除については、就業規則や個別の同意だ
けではなく、労使協定が必要となる。

◼ 労使協定において、寮の入居費、光熱費、通信
費等、控除する費用を具体的に記載する。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



自然退職事由
35

◼ 外国人が働くことができる在留資格を喪失した場合１）解雇する、２）自然退職とするという２つの対応が考え
られる。１）解雇を行った場合、特定技能制度の非自発的離職者に該当する可能性があること等から、２）自
然退職事由とすることが考えられ、その場合には就業規則上での対応が必要となる。また、音信不通となっ
た場合に対応する事項を入れることも考えられる。

（退職）

モデル就業規則５２条

前条に定めるもののほか、労働者が次のいずれかに該当するときは、退職とする。
① 退職を願い出て会社が承認したとき、又は退職願を提出して 日を経過したとき 

② 期間を定めて雇用されている場合、その期間を満了したとき 

③ 第９条に定める休職期間が満了し、なお休職事由が消滅しないとき 

④ 死亡したとき 

⑤ 就労可能な在留資格を喪失したとき
⑥ 会社に無断で欠勤が●日続いたとき
⑦ 会社との間で音信不通となり、音信不通が●日続いたとき
２ 労働者が退職し、又は解雇された場合、その請求に基づき、使用期間、業務の種類、地位、賃金又
は退職の事由を記載した証明書を遅滞なく交付する。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



副業
36

◼ 近年、副業を認める企業が増えてきたが、外国人は在留資格によって行うことができる仕事と行うことがで
きない仕事が区分される。副業を許可する場合においても、不法就労とならないようにする必要があり、そ
の旨を就業規則上定めることが考えられる。

（副業）

モデル就業規則７０条

労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。 

２ 会社は、労働者からの前項の業務に従事する旨の届出に基づき、当該労働者が当該業務に従事する
ことにより次の各号のいずれかに該当する場合には、これを禁止又は制限することができる。 

① 労務提供上の支障がある場合 

② 企業秘密が漏洩する場合 

③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合 

④ 競業により、企業の利益を害する場合
⑤ （労働者が有する在留資格によって）当該副業を行うことが法令に違反する場合

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights 
Reserved.



定着に向けて



離職につながる困りごと
38
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令和５年度 在留外国人に対する基礎調査－調査の概要－ 



疎外感
39
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令和５年度 在留外国人に対する基礎調査－調査の概要－ 



受け入れる側の準備
40
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① 複数名の採用

③ 来日後の生活サポート

② 外国人と一緒に働いたことがある経験者の確保

1人だけだと、外国人側も孤立するし、受け入れる側も個人の個
性なのか文化なのかがわかりにくい。

日本人では当たり前の手続でも外国人が行うと難しいこともあり
、手間を惜しまない対応が必要。

外国人と一緒に働いた経験がある者、留学経験者等、コミュニケ
ーションギャップを埋められる人材の登用。

④ 入社前の情報提供
住居、生活、仕事等の情報をできるだけ提供し、期待値と実際の
ギャップができるだけ生じないようにする。

⑤ 定期面談の実施
雇用慣行が違い、本人と会社との間でギャップが生じやすいため
、定期的な面談でギャップを埋めると良い。
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